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健全化判断比率等（確定値）









普 通 会 計 編



《用語説明》《用語説明》

・標準財政規模
地方公共団体 標準的な状態 通常収入される あろう経常的 般財源 規模を示すも地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもので、
標準税収入額等に普通交付税を加算した額である。

・臨時財政対策債臨時財政対策債
地方財源の不足に対処するため、各地方公共団体において発行することとされた地方財政法第
５条の特例となる地方債のことである。臨時財政対策債の元利償還金相当額については、その
全額を後年度の地方交付税に算入することとされている。

・扶助費
地方公共団体が生活保護法、児童福祉法、老人福祉法等の法令に基づき被扶助者に対して支
給する費用や地方公共団体が単独で行っている各種扶助の支出である。例えば、生活保護法に給する費用や地方公共団体が単独で行っている各種扶助の支出である。例えば、生活保護法に
基づく生活扶助、教育扶助、医療扶助等をはじめ児童扶養手当や障害者支援費などがある。

・補助費等
支出の目的 根拠 対象等によ て 多種多様なものがあるが 主として報償費 役務費 負担金支出の目的、根拠、対象等によって、多種多様なものがあるが、主として報償費、役務費、負担金、
補助金、補償金等として支出される費用であり、一部事務組合への負担金や法適用の地方公営
企業に対する繰出金も含むものである。例えば、報償金、火災保険等の保険料、各種団体への
補助金、広域事務組合への負担金、上水道事業や病院事業への繰出金などがある。補助金、広域事務組合 の負担金、上水道事業や病院事業 の繰出金などがある。



平成１９年度普通会計決算の概況＜１＞

概 要

・ 平成１９年度の決算規模は前年度に比べて増加しましたが、一般財源は減少しており、
財政状況はより一層硬直化しています。

・ 一般財源が減少している中、扶助費への支出が増加しており、今後も増加していく見
込みです。普通建設事業費は学校施設の耐震化等の大型事業により増加しています。

・ 財政調整基金・減債基金は、特定の団体の積立、地方債繰上償還の財源としての取り
崩しによる増減がありますが、合計現在高はほぼ前年度どおりとなっています。

・ 地方債の現在高は減少していますが 事業の推進により発行額が増加し 減少額は鈍・ 地方債の現在高は減少していますが、事業の推進により発行額が増加し、減少額は鈍
化しています。

人件費の削減努力を行う一方、社会保障や学校耐震化等、県民生活に不可欠な事業を
推進した結果 歳出規模は８年ぶりに増加しました その 方で歳入は十分に伸びず

総 括

推進した結果、歳出規模は８年ぶりに増加しました。その一方で歳入は十分に伸びず、
実質収支、 実質単年度収支の黒字幅は前年度対比縮小しました。



平成１９年度普通会計決算の概況＜２＞

決算規模 －歳入・歳出ともに、８年ぶりに増加－

《歳入総額》 ４，２９９億８９百万円 （対前年度 ２．５％、 １０３億１６百万円）

（対⑮年度 ▲４．１％、▲１８１億９３百万円）

《歳出総額》 ４ ２２４億９８百万円 （対前年度 ３ １％ １２７億４０百万円）《歳出総額》 ４，２２４億９８百万円 （対前年度 ３．１％、 １２７億４０百万円）

（対⑮年度 ▲３．２％、▲１４１億１４百万円）

《実質収支》 ５８億７８百万円（対前年度 ▲２７ ６％ ▲２２億４１百万円）《実質収支》 ５８億７８百万円（対前年度 ▲２７．６％、▲２２億４１百万円）

※ 赤字団体は湯浅町のみ ▲２億９百万円（２年連続で赤字）、全国では２３団体が赤字

《実質単年度収支》 １億５２百万円（対前年度 ▲９５．３％、▲３０億５６百万円）

《決　算　規　模　の　推　移》
決算収支の状況 （単位：百万円、％）

※ １９団体が赤字（平成１８年度は１６団体）
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増減率

（⑲－⑱）／⑱
増減率

（⑲－⑮）／⑮
全国平均・増減率

（⑲－⑱）／⑱

歳入総額 Ａ 429,989 419,673 448,183 10,316 ▲ 18,193 2.5 ▲ 4.1 0.2

歳出総額 Ｂ 422,498 409,758 436,612 12,740 ▲ 14,114 3.1 ▲ 3.2 0.5

歳入歳出差引（Ａ－Ｂ） Ｃ 7,491 9,915 11,570 ▲ 2,424 ▲ 4,079 ▲ 24.4 ▲ 35.3 ▲ 10.1

翌年度へ繰り越すべき財源 Ｄ 1,613 1,796 4,392 ▲ 183 ▲ 2,779 ▲ 10.2 ▲ 63.3 －

実質収支（Ｃ－Ｄ） Ｅ 5 878 8 119 7 179 ▲ 2 241 ▲ 1 300 ▲ 27 6 ▲ 18 1 ▲ 10 4

4,000

4,200

4,400円

）

歳入 4,3004,1974,3884,4094,4824,7254,7464,7995,0084,945

歳出 4,2254,0984,2944,3384,3664,6104,6124,6434,8714,766

19年度18年度17年度16年度15年度14年度13年度12年度11年度10年度

実質収支（Ｃ Ｄ） Ｅ 5,878 8,119 7,179 ▲ 2,241 ▲ 1,300 ▲ 27.6 ▲ 18.1 ▲ 10.4

単年度収支 Ｆ ▲ 2,237 1,146 ▲ 76 ▲ 3,384 ▲ 2,162 ▲ 295.2 2861.7 ▲ 280.8

積立金 Ｇ 6,108 4,402 4,760 1,707 1,348 38.8 28.3 －

繰上償還金 Ｈ 1,496 291 163 1,205 1,333 413.5 815.4 －

積立金取崩額 Ｉ 5,215 2,631 8,515 2,584 ▲ 3,300 98.2 ▲ 38.8 －

実質単年度収支（Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ） Ｊ 152 3,208 ▲ 3,667 ▲ 3,056 3,818 ▲ 95.3 ▲ 104.1 ▲ 123.8



平成１９年度普通会計決算の概況＜３＞

歳出 －人件費等の削減を行う中、扶助費・普通建設事業費が増加－

《歳出の主な増減要因》
人件費 （▲０．２％、▲１億６８百万円）－定員削減による職員数の減
（参考） 退職手当を除く人件費（▲３．０％、▲２４億３４百万円）

普通建設事業費（ ８．３％、 ４６億５６百万円）－学校施設耐震化、ごみ処理施設等大型事業の増
扶助費 （ ５．９％、 ３２億４８百万円）－障害者自立支援法の本格施行に係る経費、児童手当の増
繰出金 （ ７．８％、 ３３億３２百万円）－国保会計等への繰出の増

※ （ ）内は対前年度増減率及び増減額※ （ ）内は対前年度増減率及び増減額

《歳出の状況》 （単位：百万円、％）

区　　分 ⑲決算額 ⑱決算額 ⑮決算額 ⑲構成比 ⑱構成比 ⑮構成比 増減額 ⑲-⑱ 増減額 ⑲-⑮
増減率

（⑲-⑱）／⑱
増減率

（⑲-⑮）／⑮
全国平均・増減率

（⑲－⑱）／⑱

人件費 90 065 90 232 95 919 21 3 22 0 22 0 ▲ 168 ▲ 5 855 ▲ 0 2 ▲ 6 1 ▲ 0 1人件費 90,065 90,232 95,919 21.3 22.0 22.0 ▲ 168 ▲ 5,855 ▲ 0.2 ▲ 6.1 ▲ 0.1

扶助費 58,106 54,858 47,529 13.8 13.4 10.9 3,248 10,577 5.9 22.3 5.8

公債費 62,833 61,935 64,588 14.9 15.1 14.8 898 ▲ 1,755 1.5 ▲ 2.7 0.6

普通建設事業費 60,874 56,218 77,969 14.4 13.7 17.9 4,656 ▲ 17,094 8.3 ▲ 21.9 ▲ 3.3

　　うち補助事業 25,963 23,129 27,278 6.1 5.6 6.2 2,834 ▲ 1,314 12.3 ▲ 4.8 0.6

　　うち単独事業 31,435 29,344 46,573 7.4 7.2 10.7 2,091 ▲ 15,138 7.1 ▲ 32.5 ▲ 5.1

災害復旧事業 1,347 2,086 3,384 0.3 0.5 0.8 ▲ 739 ▲ 2,037 ▲ 35.4 ▲ 60.2 ▲ 28.3

物件費 48,062 47,291 49,811 11.4 11.5 11.4 771 ▲ 1,750 1.6 ▲ 3.5 3.0

補助費等 33,602 34,298 37,333 8.0 8.4 8.6 ▲ 696 ▲ 3,732 ▲ 2.0 ▲ 10.0 －

積立金 12 584 12 646 9 931 3 0 3 1 2 3 ▲ 62 2 653 ▲ 0 5 26 7 ▲ 12 5積立金 12,584 12,646 9,931 3.0 3.1 2.3 ▲ 62 2,653 ▲ 0.5 26.7 ▲ 12.5

繰出金 46,084 42,751 41,006 10.9 10.4 9.4 3,332 5,077 7.8 12.4 －

その他 8,942 7,444 9,141 2.1 1.8 2.1 1,498 ▲ 199 20.1 ▲ 2.2 －

合　　　計 422,498 409,758 436,612 100 100 100 12,740 ▲ 14,114 3.1 ▲ 3.2 0.5  



平成１９年度普通会計決算の概況＜４＞

歳入 －地方税が増となるも、地方譲与税・地方交付税等が大幅に減少－

《歳入の主な増減要因》
地方税 （ ４．６％、 ５７億５７百万円）－税源移譲・定率減税廃止による個人市町村民税の増
国庫支出金 （ ７．９％、 ３０億６９百万円）－普通建設事業費支出金の増
地方債 （ ６ ３％ ６ 億 ６百万円） 普通建設事業による増 退職手当債の増地方債 （ １６．３％、 ６８億５６百万円）－普通建設事業による増、退職手当債の増

地方譲与税 （▲６０．４％、▲６６億８１百万円）－所得譲与税の廃止
地方特例交付金等 （▲７１．３％、▲２１億７１百万円）－減税補てん特例交付金の廃止

地方交付税 （ ▲３ ６％ ▲４１億１５百万円）－普通交付税の減地方交付税 （ ▲３．６％、▲４１億１５百万円） 普通交付税の減
※ （ ）内は対前年度増減率及び増減額

《歳入の状況》 （単位：百万円、％）

区　　分 ⑲決算額 ⑱決算額 ⑮決算額 ⑲構成比 ⑱構成比 ⑮構成比 増減額 ⑲-⑱ 増減額 ⑲-⑮
増減率

（⑲-⑱）／⑱
増減率

（⑲-⑮）／⑮
全国平均・増減率

（⑲－⑱）／⑱

地方税 131,767 126,009 123,937 30.6 30.0 27.7 5,757 7,830 4.6 6.3 7.2

地方譲与税 4,375 11,056 4,241 1.0 2.6 0.9 ▲ 6,681 134 ▲ 60.4 3.2 ▲ 60.8

各種交付金 13,331 13,255 12,704 3.1 3.2 2.8 76 628 0.6 4.9 ▲ 0.3

地方特例交付金等 872 3,044 3,972 0.2 0.7 0.9 ▲ 2,171 ▲ 3,100 ▲ 71.3 ▲ 78.0 ▲ 75.0

地方交付税 108 756 112 870 117 356 25 3 26 9 26 2 ▲ 4 115 ▲ 8 600 ▲ 3 6 ▲ 7 3 ▲ 4 7地方交付税 108,756 112,870 117,356 25.3 26.9 26.2 ▲ 4,115 ▲ 8,600 ▲ 3.6 ▲ 7.3 ▲ 4.7

国庫支出金 42,040 38,971 42,313 9.8 9.3 9.4 3,069 ▲ 273 7.9 ▲ 0.6 3.3

県支出金 25,463 25,784 26,564 5.9 6.1 5.9 ▲ 321 ▲ 1,101 ▲ 1.2 ▲ 4.1 9.9

繰入金 15,388 10,246 20,560 3.6 2.4 4.6 5,141 ▲ 5,172 50.2 ▲ 25.2 12.8

地方債 48,961 42,105 56,547 11.4 10.0 12.6 6,856 ▲ 7,587 16.3 ▲ 13.4 ▲ 7.2地方債 48,961 42,105 56,547 11.4 10.0 12.6 6,856 ▲ 7,587 16.3 ▲ 13.4 ▲ 7.2

その他 39,037 36,332 39,989 9.1 8.7 8.9 2,705 ▲ 951 7.4 ▲ 2.4 －

合　　　計 429,989 419,673 448,183 100 100 100 10,316 ▲ 18,193 2.5 ▲ 4.1 0.2

 ※ 繰入金は主に財政調整基金の増ですが、最終的に積み戻しを行っているため、全体の収支への影響は軽微。



平成１９年度普通会計決算の概況＜５＞

決算の推移（対 平成１５年度） －扶助費が年々増加－

《決算規模》 規模は前年度に比べ増加していますが、平成１５年度と比較すると減少しています。

《歳 入》 地方税が増加していますが、それ以上に地方交付税等が大きく減少しています。

《歳 出》 人件費は定員削減等により減少、公債費も繰上償還分を除けば毎年減少していますが、
扶助費は年々増加しています。

普通建設事業費は、事業の見直し・新規事業の抑制により減少していますが、学校施設
の耐震化などの事業が増加しています。

《主な歳出の推移》
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決
算

《地方税と地方交付税の推移》
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１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度
人件費 95,919 94,721 94,708 90,232 90,065 

公債費 64,588 63,411 62,483 61,935 62,833 

普通建設事業費 77,969 68,826 62,055 56,218 60,874 

扶助費 47,529 50,645 52,159 54,858 58,106 

①（交付税＋臨時財政対策債） 142,683 131,112 127,060 124,645 119,440

②(地方税） 123,937 122,480 123,391 126,009 131,767

計（①＋②） 266,620 253,592 250,451 250,654 251,207



平成１９年度普通会計決算の概況＜６＞

地方税 －徴収率は１．１ポイント上昇－

《市町村税》
決算額 １，３１７億６７百万円（対前年度 ４．６％、５７億５７百万円）
調定額 １，４７４億９５百万円（対前年度 ３．２％、４６億２８百万円）調定額 １，４７４億９５百万円（対前年度 ３．２％、４６億２８百万円）
徴収率 ８９．３％（⑱年度 ８８．２％）、全国平均（⑱年度） ９３．３％

※ 和歌山地方税回収機構の効果もあり、徴収率は１．１ポイント上昇しているが、全国平均と比較
すると水準が低く、自主財源確保のため、さらなる徴収対策の強化が必要となります。すると水準が低く、自主財源確保のため、さらなる徴収対策の強化が必要となります。

平成19年度　市町村税の徴収率（現年課税分及び滞納繰越分の合計）
（％）

《徴　収　率　の　推　移》
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平成１９年度普通会計決算の概況＜７＞

財政調整基金・減債基金 －合計現在高は、ほぼ前年度どおり－

《積立金現在高》

財政調整基金 ３２７億６８百万円（対前年度 ５．３％、 １６億５３百万円）
減債基金 ９８億９１百万円（対前年度 ▲１２．５％、▲１４億１９百万円）
その他特定目的基金 ４４８億５７百万円（対前年度 ▲０．８％、 ▲３億５６百万円）

※ 財政調整基金・減債基金の増減には 特定の団体の積立 地方債繰上償還の財源としての取り※ 財政調整基金 減債基金の増減には、特定の団体の積立、地方債繰上償還の財源としての取り
崩しが影響していて、合計現在高はほぼ前年度どおりとなりましたが、一部の団体では現在高が
非常に少なく、枯渇する可能性があります。

（財政調整基金＋減債基金） （単位：百万円、％）

団 体 名
積立金現在高

（財政調整＋減債）
標準財政規模
に対する割合

《積立金現在高の標準財政規模に対する割合が小さい団体》《積　立　金　の　推　移》

100 000

120,000

決
（財政調整＋減債） に対する割合

有田市 373 5.1

湯浅町 182 5.1

和歌山市 4,207 5.6

白浜町 490 7 4
20,000

40,000

60,000

80,000

100,000
算

額

（
百

万

円

）

白浜町 490 7.4

海南市 1,221 8.9

県計 42,659 17.1  
 

0

その他特定目的基金 44,906 39,333 43,924 45,214 44,857

財政調整基金＋減債基金 53,864 49,301 39,906 42,426 42,659

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度



平成１９年度普通会計決算の概況＜８＞

地方債現在高 －事業の推進により発行額増、現在高の減少額が鈍化－

《地方債現在高》

５，１１６億９４百万円（対前年度 ▲０．７％・ ▲３５億２４百万円）

・発行額 ４８９億６１百万円（対前年度 １６．３％、６８億５６百万円）
・元金償還額 ５２６億５２百万円（対前年度 ２．８％、１４億５４百万円）

うち繰上償還分 １４億９６百万円（対前年度 ４１３．５％、１２億 ５百万円）

※ 県全体では現在高は減少していますが、一部の団体では依然として財政規模に対し、多額の
地方債現在高があります。また、耐震化事業等の推進により、地方債現在高の減少額は鈍化
しています。

《地 方 債 現 在 高 の 推 移》

530,000決

（単位：百万円、％）

団　体　名 地方債現在高
標準財政規模
に対する割合

《地方債現在高の標準財政規模に対する割合が大きい団体》

510,000

520,000

53 ,
算

額

（
百

万

円

）

に対する割合

みなべ町 15,140 307.8

日高川町 17,554 297.5

紀美野町 12,487 269.3

九度山町 5 280 255 6

500,000

）

地方債現在高 511,694515,218524,393526,917530,882

１９年度１８年度１７年度１６年度１５年度

九度山町 5,280 255.6

田辺市 57,932 252.5

県計 511,694 204.7  
 



国民健康保険事業会計編



《用語説明》《用語説明》

・ 療養給付費交付金

退職被保険者の医療給付に要する費用に充てるため 被用者保険等保険者退職被保険者の医療給付に要する費用に充てるため、被用者保険等保険者

の拠出金を財源とした交付金。

・ 老人保健拠出金老人保健拠出金

公費負担以外の老人医療費は、医療保険制度の各保険者が拠出金という形

で共同で負担。この拠出金には、医療費拠出金及び事務費拠出金がある。

・ 介護給付費納付金

第2号被保険者の介護保険料を市町村が保険税（料）と一緒に徴収し、社会

保険診療報酬支払基金に納付。

※ 第２号被保険者・・・・40歳以上65歳未満の人

・ 調整交付金

各市町村間の財政の不均衡を調整するため、国・県から市町村に交付される

交付金交付金。



平成１９年度国民健康保険事業会計決算の概況＜１＞

決算規模については、前年度を大きく上回る

歳入総額 億 百万円 （前年度比 億円）歳入総額 １，２２９億７６百万円 （前年度比 １０．４％・１１６億円）

（対⑮年度比 ２５．２％・２４７億円）

歳出総額 １ ２６５億６７百万円 （前年度比 ８ ９％・１０３億円）歳出総額 １，２６５億６７百万円 （前年度比 ８．９％・１０３億円）

（対⑮年度比 ２３．３％・２３９億円）

実質収支 ▲ ３６億 ２百万円 （⑱年度 ▲４８億３７百万円）実質収支 億 百 円 （⑱年度 億 百 円）

（⑮年度 ▲４４億３７百万円）

《主な歳入の増減》

・ 療養給付費交付金 ２３７億３３百万円（対前年比 １１．４％・ ２４億円）
・ 他会計繰入金 １１７億３４百万円（対前年比 １９．５％・ １９億円）
・ 保険税（料） ３２６億７６百万円（対前年比 ４ ２％・ １３億円）保険税（料） ３２６億７６百万円（対前年比 ４．２％ １３億円）

《主な歳出の増減》

・ 保険給付費 ７６５億５６百万円（対前年比 ７．０％・ ５０億円）保険給付費 ７６５億５６百万円（対前年比 ７．０％ ５０億円）
・ 老人保健拠出金 ２０１億２４百万円（対前年比 ▲１．６％・ ▲３億円）
・ 介護給付費納付金 ６４億１５百万円（対前年比 ▲５．５％・ ▲４億円）



平成１９年度国民健康保険事業会計決算の概況＜２＞

赤字会計は、４会計（前年度赤字会計 ４会計）

・ 和歌山市 実質収支 ▲５３億７９百万円 （対前年 １６億２６百万円）和歌山市 実質収支 億 百万円 （対前年 億 百万円）
・ 湯浅町 実質収支 ▲ １億３０百万円 （対前年 ▲８８百万円）
・ 串本町 実質収支 ▲ １億１４百万円 （対前年 ▲４１百万円）
・ 広川町 実質収支 ▲ １０百万円 （対前年 ▲１１百万円）広川町 実質収支 ▲ １０百万円 （対前年 ▲１１百万円）

※ 半数以上の会計において、昨年度より実質収支が悪化しました。（１８団体）

財源補てん的な繰入金等を除けば１７団体が赤字財源補てん的な繰入金等を除けば１７団体が赤字

再差引収支額＝実質収支－｛（財源補てん的な県支出金＋財源補てん的な他会計繰入金）｝
＋（財源補てん的な繰出金）

赤字額が大きい団体

※財源補てん的な県支出金等には、国庫負担金の補完的な補助金等も含んでいる。

・ 和歌山市 再差引収支額 ▲７９億１４百万円 （対前年 １６億１９百万円）
・ 串本町 再差引収支額 ▲ １億９４百万円 （対前年 ８７百万円）
・ 岩出市 再差引収支額 ▲ １億７２百万円 （対前年 １億４１百万円）・ 岩出市 再差引収支額 ▲ １億７２百万円 （対前年 １億４１百万円）
・ 湯浅町 再差引収支額 ▲ １億４８百万円 （対前年 ▲９６百万円）



平成１９年度国民健康保険事業会計決算の概況＜３＞

会計内に設置されている基金も減少傾向
（※定額運用基金を除く。）

平成１９年度末基金残高 ４６億８２百万円（対前年比 ０．９％・０．４億円）

（対⑮年度比▲１７．２％・▲９億円）

７団体において、基金が枯渇

・ 太地町 Ｈ１９年度末残高 ２８千円 （対前年 ▲６ ９００千円）・ 太地町 Ｈ１９年度末残高 ２８千円 （対前年 ▲６，９００千円）

・ 岩出市 Ｈ１９年度末残高 ０千円 （対前年 ▲４，６３５千円）

・ 広川町 Ｈ１９年度末残高 ０千円 （対前年 ▲４，０５０千円）

・ 湯浅町 Ｈ１９年度末残高 ０千円 （対前年 ０千円）

・ 和歌山市 Ｈ１９年度末残高 ０千円 （対前年 ０千円）

・ 那智勝浦町 Ｈ１９年度末残高 ０千円 （対前年 ０千円）那智勝浦町 Ｈ１９年度末残高 ０千円 （対前年 ０千円）

・ 有田市 Ｈ１９年度末残高 ２８１千円 （対前年 １千円）
※和歌山市、那智勝浦町においては、基金を設置していない。

Ｈ２０年度末には、更に基金が減少する見込みです。
Ｈ２０年度末見込残高見込額 ３７億２８百万円（対前年 ▲１０億円）



平成１９年度国民健康保険事業会計決算の概況＜４＞

徴収率は、７５．８％とＨ１８と比べ１．１ポイント上昇

⑲徴収率（県計） 現年 ９２ ７％ 滞繰 １３ １％ 合計 ７５ ８％⑲徴収率（県計） 現年 ９２．７％ 滞繰 １３．１％ 合計 ７５．８％
（対⑱年度 現年 ０．２％ 滞繰１．４％ 合計 １．１％）
（対⑮年度 現年 ０．２％ 滞繰３．７％ 合計 ０．２％）

〈参考〉〈参考〉
⑱全国平均 現年 ９０．４％ 滞繰 １３．２％ 合計 ７２．６％

《徴収率が低調な団体》

・ 岩出市 現年 ８７．４％ 滞繰 ８．４％ 合計 ５５．９％（対前年▲０．６％）

・ 御坊市 現年 ９０．７％ 滞繰 １６．１％ 合計 ６６．３％（対前年 ０．４％）

・ 那智勝浦町 現年 ９１．９％ 滞繰 １５．２％ 合計 ６７．５％（対前年 ０．４％）

・ 白浜町 現年 ９３．１％ 滞繰 １２．１％ 合計 ７１．８％（対前年 １．３％）白浜町 現年 滞繰 合計 （対前年 ）

・ 田辺市 現年 ９１．０％ 滞繰 １０．９％ 合計 ７２．４％（対前年▲０．１％）

※上記の団体の徴収率については、⑱全国平均７２．６％より低い。

《今後の対応》《今後の対応》

今後、保険税（料）等の適正な歳入確保が必要です。



公 営 企 業 編



平成１９年度地方公営企業の決算の概況＜１＞

概 要

《事業数》 １５０事業（対前年度０．７％・１事業）で、ほぼ前年度並みで推移

《決算規模》 １，６０６億７６百万円（対前年度８．１％・１２０億１１百万円）

公的資金補償金免除繰上償還の増加分を除くと 対前年度２ ４％・３５億３８百万円公的資金補償金免除繰上償還の増加分を除くと、対前年度２．４％ ３５億３８百万円

主な増加要因は、宅地造成事業での地方債償還額の増

《資金不足額》（１６会計／１５２会計中） ２４７億２１百万円（対前年度 ８．０％・ １８億２９百万円）

下水道事業 （ ２会計／ ４７会計中） １１８億３１百万円（対前年度 ３ ９％ ４億４４百万円）下水道事業 （ ２会計／ ４７会計中） １１８億３１百万円（対前年度 ３．９％・ ４億４４百万円）
宅地造成事業（ ４会計／ ５会計中） ８６億３０百万円（対前年度 １３．５％・ １０億２７百万円）
病院事業 （ ３会計／ １２会計中） ２４億６４百万円（対前年度 １．７％・ ４２百万円）
上記事業で、全体の９２．７％を占める。記事業 、 体 を占 る。

《企業債（現在高）》 ３，７５３億６０百万円（対前年度▲０．４％・▲１６億３８百万円）

下水道事業 １，８１４億５８百万円（対前年度 ２．７％・ ４７億７３百万円）
水道（含簡水）事業 １ ０３６億２５百万円（対前年度▲０ ６％・ ▲６億７２百万円）水道（含簡水）事業 １，０３６億２５百万円（対前年度▲０．６％ ▲６億７２百万円）
病院事業 ５２９億９０百万円（対前年度▲６．２％・▲３４億７８百万円）
上記事業で、全体の９０．０％を占める。

《他会計繰入金》 ２０４億５１百万円（対前年度 ４ ８％・ ９億３３百万円）《他会計繰入金》 ２０４億５１百万円（対前年度 ４．８％ ９億３３百万円）

事業別にみると下水道事業５２．４％、病院事業３２．１％で全体の８４．５％を占める。



平成１９年度地方公営企業の決算の概況＜２＞

主要事業の状況（資金不足比率・資金不足額）

《病院事業》

・ 海南市 ４４．４％・ ８億３６百万円（対前年度３５百万円、３．１ポイント増）

貸付金増と医業収益の減により、資金不足額と比率が増

・ 有田市 ３４．４％・ ７億５４百万円（対前年度３０百万円、１．２ポイント減）

退職手当の減と医業収益の増により、資金不足比率が改善

・ 橋本市 １７．７％・ ８億７３百万円（対前年度▲２３百万円、３．３ポイント減）

医業収益の大幅増により、資金不足額と比率が改善

《下水道事業》

・ 白浜町 ３４８．３％・ ３億７１百万円（対前年度 １９百万円、７．７ポイント減）

接続率の低迷により、料金収入が不足し、資金不足額が増

・ 和歌山市 ２６８．８％・１１４億61百万円（対前年度４億２５百万円、４．４ポイント減）

接続率の低迷により、料金収入が不足し、資金不足額が増

※資金不足比率

各公営企業会計単位の実質収支の赤字額（資金不足額）の事業規模（営業収益等）に対する割合。
地方財政法における地方債協議制度においても活用されている指標であり、１０％を超えると地方債要許可公営企業に移行する。



平成１９年度地方公営企業の決算の概況＜２－１＞

主要事業の状況（資金不足比率・資金不足額）

《上水道事業》

・ 那智勝浦町 ２９．３％ ・ １億 １百万円（対前年度５７百万円、１７．０ポイント増）

拡張工事に伴う起債の増と、料金収入の減により、資金不足額と比率が増

《宅地造成事業》

・ 田辺市（文里港整備） ∞      ％・ １億４４百万円（対前年度５１百万円、同率）

建設工事に伴う資金不足額が増 ※収入がないため資金不足比率が∞（無限大）建設工事に伴う資金不足額が増 ※収入がないため資金不足比率が∞（無限大）

・ 上富田町 ３，０３７．３％・ ５億１７百万円（対前年度▲３百万円、4,419.7ポイント減）

土地の売却収入の増により、資金不足額と比率が減

・ 和歌山市 ２，２７４．１％・ ７７億３７百万円（対前年度７億９１百万円、3,558.3ポイント減）

土地の売却収入の増により、資金不足比率が減したが、起債の償還額が

大幅増のため 資金不足額が増大幅増のため、資金不足額が増

・ 田辺市 ３２２．７％・ ２億３１百万円（対前年度１億８８百万円、⑱は∞）

建設工事に伴う資金不足額が増 ※⑱は収入がないため比率が∞（無限大）建設工事に伴う資金不足額が増 ※⑱は収入がないため比率が∞（無限大）



平成１９年度地方公営企業の決算の概況＜３＞

決算規模 繰上償還の影響により、８．１％の大幅増

・ １，６０６億７６百万円 対前年度８．１％・ １２０億１１百万円
対⑮年度０．３％・ ４億９９百万円

・ 全国ベース ２０兆４，３３６億円 対前年度５．９％・ １兆１，３２４億円
対⑮年度 億対⑮年度０．６％・ １，２６６億円

・ 増加要因のうち、公的資金補償金免除繰上償還（８４億７３百万円）の増加分を除くと対前年度
２．４％、３５億３８百万円増加。

しかしながら この増加も 部上水道会計から土地開発公社 の貸付 部宅地造成会計での・ しかしながら、この増加も、一部上水道会計から土地開発公社への貸付、一部宅地造成会計での

満期一括償還地方債の借換のための償還といった特殊要因を除けば、決算規模はマイナス。

　事業別決算規模 （単位：百万円、％）

平　成 平　成 平　成 （Ａ）の 全国 対前年度 対前年度 対前年度 対１５年度 対１５年度 １９年度のうち １９年度補償金 対前年度 対前年度

１９年度 １８年度 １５年度 構成比 構成比 増減 増減率 全国増減率 増減 増減率 補償金免除 免除繰上償還除く 増減 増減率

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （％） （％） （Ａ）－（Ｂ） （％） （％） （Ａ）－（Ｃ） （％） 繰上償還額 （Ａ）’ （Ａ）’－（Ｂ） （％）

上水道 32,086 27,266 29,717    20.0 4,819 17.7 2,369 8.0 2,924     29,162    1,896 7.0

簡易水道 4,961 6,131 5,406     3.1 ▲ 1,170 ▲ 19.1 ▲ 445 ▲ 8.2 137       4,824     ▲ 1,308 ▲ 21.3

工業用水道 2,887 2,313 2,395     1.8 1.2 574 24.8 ▲ 21.3 492 20.6 46         2,842     529 22.9

病院 49,957 50,160 57,174    31.1 23.2 ▲ 203 ▲ 0.4 1.2 ▲ 7,217 ▲ 12.6 1,125     48,832    ▲ 1,328 ▲ 2.6

下水道 48 403 45 307 40 854 30 1 34 2 3 096 6 8 9 6 7 549 18 5 4 241 44 162 ▲ 1 145 ▲ 2 5

23.2 9.3

下水道 48,403 45,307 40,854   30.1 34.2 3,096 6.8 9.6 7,549 18.5 4,241   44,162  ▲ 1,145 ▲ 2.5

宅地造成 14,888 10,012 15,094    9.3 4,876 48.7 ▲ 206 ▲ 1.4 14,888    4,876 48.7

観光施設 1,158 1,110 1,455     0.7 48 4.3 ▲ 297 ▲ 20.4 1,158     48 4.3

港湾整備 22 22 24         0.0 0 0.7 ▲ 2 ▲ 6.5 22         0 0.7

市場 571 755 676        0.4 18.2 ▲ 184 ▲ 24.4 3.5 ▲ 105 ▲ 15.5 571       ▲ 184 ▲ 24.4

と畜場 211 178 110        0.1 ※上記以外全て 32 18.0 ※上記以外全て 101 91.4 211       32 18.0

駐車場整備 1,730 1,566 1,473     1.1 163 10.4 257 17.4 1,730     163 10.4

※決算規模の算出 法適用企業：総費用（税込み）－減価償却費＋資本的支出
法非適用企業：総費用＋資本的支出＋積立金＋繰上充用金

介護サービス 3,802 3,844 5,713     2.4 ▲ 41 ▲ 1.1 ▲ 1,911 ▲ 33.4 3,802     ▲ 41 ▲ 1.1

電気 － － 86         － － － ▲ 86 皆減 － － －

合　　　計 160,676 148,665 160,177  100.0 100.0 12,011 8.1 5.9 499 0.3 8,473 152,204 3,538 2.4



平成１９年度地方公営企業の決算の概況＜４＞

企業債（発行額） 借換債の影響により、２８．３％の大幅増

・ ３０２億６８百万円 対前年度 ２８．３％・ ６６億７３百万円
対⑮年度▲１９．０％・ ▲７０億９８百万円

・ 全国ベース ３兆９，６２４億円 対前年度 ３８．８％・ １兆１，０８２億円
対⑮年度 億対⑮年度 １２．９％・ ４，５１７億円

・ 増加要因は、公的資金補償金免除繰上償還に係る借換債（６７億７９百万円）の増加が大きく、
これを除くと対前年度▲０．５％、▲１億７百万円（全国ベースでは、▲１１．８％、▲３，３６３億円）。

・ さらに 一部のその他事業（宅地造成事業）における満期一括償還地方債の借換債の発行（５０・ さらに、一部のその他事業（宅地造成事業）における満期一括償還地方債の借換債の発行（５０
億３４百万円）を除くと、さらに発行額は減少。

平　成 平　成 平　成  (Ａ)の 対前年度 対前年度 全国 対１５年度 対１５年度 １９年度のうち 左の借換債除く 対前年度 対前年度

１９年度 １８年度 １５年度 構成比 増減 増減率 増減率 増減 増減率 補償金免除繰上償還 １９年度発行額 増減 増減率

（単位：百万円、％）企業債発行額

（Ａ） （B） （Ｃ） （％） (A)-(B) （％） （％） (Ａ）-(Ｃ) （％） に係る借換債 （Ａ’） (A’)-(B) （％）

7,177 6,944 7,099 23.7 232 3.3 62.9 78 1.1 1,433 5,744 ▲ 1,200 ▲ 17.3
474 150 441 1.6 324 216.1 ▲ 41.5 33 7.6 474 324 216.1

1,475 1,614 9,104 4.9 ▲ 139 ▲ 8.6 34.6 ▲ 7,630 ▲ 83.8 1,118 357 ▲ 1,257 ▲ 77.9
16,053 12,911 10,959 53.0 3,142 24.3 44.2 5,094 46.5 4,229 11,824 ▲ 1,087 ▲ 8.4
5,090 1,976 9,763 16.8 3,113 157.5 10.7 ▲ 4,673 ▲ 47.9 5,090 3,113 157.5

30,268 23,595 37,366 100.0 6,673 28.3 38.8 ▲ 7,098 ▲ 19.0 6,779 23,489 ▲ 107 ▲ 0.5合 計

水 道 （ 含 簡 易 水 道 ） 事 業

工 業 用 水 道 事 業

病 院 事 業

下 水 道 事 業

そ の 他 事 業
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平成１９年度地方公営企業の決算の概況＜５＞

企業債（現在高） ▲０．４％のわずかながら、減に転じる

・ ３，７５３億６０百万円 対前年度▲０．４％・ ▲１６億３８百万円
対⑮年度 ６．７％・ ２３５億５２百万円

・ 全国ベース ５７兆９，２８４億円 対前年度▲２．４％・▲１兆４，０８７億円
対⑮年度 兆 億対⑮年度▲５．８％・▲３兆５，５７７億円

・ 全国ベースでは、減少傾向ですが、本県の減少幅が少ない要因は、下水道事業に係る建設改良
費の増加が考えられます。

現在高を事業別にみると下水道事業が最も多く 次いで水道事業 病院事業の順とな ています・ 現在高を事業別にみると下水道事業が最も多く、次いで水道事業、病院事業の順となっています。

企業債現在高の状況

その他事業

平　成 平　成 平　成  (Ａ)の 対前年度 対前年度 全国 対１５年度 対１５年度

１９年度 １８年度 １５年度 構成比 増減 増減率 増減率 増減 増減率

（Ａ） （B） （Ｃ） （％） (A)-(B) （％） （％） (Ａ）-(Ｃ) （％）

103,625 104,297 98,527 27.6 ▲ 672 ▲ 0.6 ▲ 4.4 5,098 5.2

（単位：百万円、％）

水 道 （ 含 簡 易 水 道 ）

企業債現在高

その他事業

372億87百万円

9.9%

病院事業

529億90百万円

14 1%

52,990 56,468 48,938 14.1 ▲ 3,478 ▲ 6.2 ▲ 1.2 4,052 8.3
181,458 176,685 161,121 48.3 4,773 2.7 ▲ 1.2 20,337 12.6

37,287 39,548 43,222 9.9 ▲ 2,261 ▲ 5.7 ▲ 4.2 ▲ 5,935 ▲ 13.7

375,360 376,998 351,808 100.0 ▲ 1,638 ▲ 0.4 ▲ 2.4 23,552 6.7合 計

病 院

下 水 道

そ の 他

百万円
企業債現在高の推移

14.1%

水道（含簡水）事業

1 036億25百万円

下水道事業

1,814億58百万円

48.3%

企業債現在高

3,753億60百万円

（100.0％）
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平成１９年度地方公営企業の決算の概況＜６＞

他会計繰入金 基準外繰入で、１７．０％の大幅増

・ 繰入金総額 ２０４億５１百万円 対前年度 ４．８％・ ９億３３百万円
対⑮年度 ▲２．６％・▲５億４７百万円

・ 全国ベース ３兆３，４３０億円 対前年度 ▲２．４％・ ▲８１６億円
対⑮年度 億対⑮年度▲１０．０％・ ▲３，７０２億円

・ 基準内繰入 １４０億２１百万円 対前年度 ▲０．０％・ ▲２百万円
基準外繰入 ６４億３０百万円 対前年度 １７．０％・ ９億３５百万円

他会計繰入金を事業別にみると下水道事業が最も多く 次いで病院事業 水道事業の順とな て・ 他会計繰入金を事業別にみると下水道事業が最も多く、次いで病院事業、水道事業の順となって
います。

繰入金の事業別の状況

他会計繰入金の状況 （単位：百万円、％）

平成１５年度 対前年度 対前年度 全国 対１５年度 対１５年度平　成　１９　年　度 平　成　１８　年　度
繰入金の事業別の状況

上水道・簡易水道事業,

20億9百万円

その他事業,
 11億67百万円

5.7%

基準内 基準外 繰入金計 構成比 基準内 基準外 繰入金計 繰入金計 増減 増減率 増減率 増減 増減率

繰入 繰入 （Ａ） 繰入 繰入 （Ｂ） （Ｃ） (Ａ)-(Ｂ) （％） （％） (Ａ)-(Ｃ) （％）

上　水　道 595 355 950 4.6% 515 265 780 622 169 21.7 328 52.7
簡易水道 487 572 1,059 5.2% 505 510 1,016 887 44 4.3 172 19.4
工業用水道 0 0 0 0.0% 0 0 0 0 0 103.6 ▲ 22.2 0 －
病　　院 5,363 1,201 6,563 32.1% 5,381 1,064 6,445 6,156 118 1.8 ▲ 1.1 407 6.6

2.2

下水道事業
107億11百万円

52.4%病院事業,
65億63百万円

 32.1%

 9.8%

繰入金総額
204億51百万円

（100.0％）

病 院 5,363 1,201 6,563 32.1% 5,381 1,064 6,445 6,156 118 1.8 ▲ 1.1 407 6.6
下水道 7,476 3,235 10,711 52.4% 7,519 3,176 10,695 11,702 16 0.1 ▲ 1.4 ▲ 991 ▲ 8.5
観光施設 0 102 102 0.5% 0 36 36 103 65 180.2 ▲ 1 ▲ 1.1
港湾整備 0 6 6 0.0% 0 6 6 5 0 6.5 1 27.8
市　　場 100 20 120 0.6% 100 21 120 174 ▲ 0 ▲ 0.1 ▲ 9.3 ▲ 54 ▲ 30.8
と 畜 場 0 5 5 0.0% 0 8 8 67 ▲ 3 ▲ 36.1 ※上記以外全て ▲ 62 ▲ 91.9
宅地造成 0 700 700 3 4% 0 200 200 715 500 250 0 ▲ 15 ▲ 2 1宅地造成 0 700 700 3.4% 0 200 200 715 500 250.0 ▲ 15 ▲ 2.1
駐車場整備 1 19 20 0.1% 3 18 20 360 ▲ 1 ▲ 3.5 ▲ 340 ▲ 94.5
介護サービス 0 214 214 1.0% 0 191 191 185 23 12.2 29 15.7

合　計 14,021 6,430 20,451 100% 14,023 5,495 19,518 20,998 933 4.8 ▲ 2.4 ▲ 547 ▲ 2.6
※電気21含む ※率計算は千円単位



土 地 開 発 公 社 編



《用語説明》

・土地開発公社経理基準要綱・土地開発公社経理基準要綱

土地開発公社は「土地開発公社経理基準要綱」に基づき経理処理を実施。直近では平成１７年１月に改正され、

評価方法（時価評価）や利息算入に関して見直しが行われています。

・完成土地等
土地造成事業にかかる次の土地で、時価が取得原価より著しく（おおむね５０％）下落したときは、時価評価を行う
必要があります必要があります。
①販売可能な状態にある土地
②開発工事の着工予定時から概ね５年を経過しても開発用の土地等の買収が完了していない土地
③開発用の土地等の買収が完了した後概ね５年を経過しても開発工事に着手していない土地
④開発工事に着手後中断しその後概ね２年を経過している土地④開発工事に着手後中断しその後概ね２年を経過している土地

※土地造成事業・・・公社が独自で行う事業で、宅地造成、企業用地造成等があります。



平成１９年度市町村土地開発公社決算の概況＜１＞

（１）土地開発公社数

Ｈ２０年４月１日現在の県内の市町村土地開発公社数は１８となりました

土地開発公社数

・Ｈ２０年４月１日現在の県内の市町村土地開発公社数は１８となりました。

Ｈ１９決算概要

・当期純損失を計上した公社は９公社あり、債務超過となっている公社は紀の川市土地開
発公社１公社となりました。

【紀の川市土地開発公社】【紀の川市土地開発公社】

《債務超過の原因》
・ Ｈ１８年度に土地開発公社経理基準要綱の改正（H17.1.21)に基づき完成土地等の評

価替えを実施した結果 １９ ４億円の評価損が発生したためです価替えを実施した結果、１９．４億円の評価損が発生したためです。

《改善策》
・ 平成１９年２月に公社経営健全化計画（H19年度～H28年度）を策定し、完成土地等の

早期売却と公有用地の計画的な買い戻しに努めています早期売却と公有用地の計画的な買い戻しに努めています。
・ 市はH１９年度から公社に対し年間２億円の経営支援補助金を交付し、経営の健全化

に努めています。

・ 土地開発公社経理基準未実施団体（５団体）
御坊市、岩出市、かつらぎ町、日高川町、串本町



平成１９年度市町村土地開発公社決算の概況＜２＞

保有土地の状況

・ 保有土地については、減少傾向にありますが、５年以上の長期にわたる保有土地が
大半を占めている状況です。

《平成１９年度末の土地保有の状況》《平成１９年度末の土地保有の状況》

金額ベース ４９１億８０百万円 （対前年度 ▲ ５．０％・▲２５．８億円）
（対⑮年度 ▲１６．４％・▲９６．４億円）

面積ベース ３４６ｈａ （対前年度 ▲ ４．７％・▲１７ｈａ）
（対⑮年度 ▲ ９．９％・▲３８ｈａ）

《長期保有土地の状況》（５年以上保有）《長期保有土地の状況》（５年以上保有）
金額ベース ４８１億１６百万円 （対前年度 ▲ ３．１％・▲１５．５億円）

（対⑮年度 ▲ ３．３％・▲１６．２億円）

面積ベ ス ３３６ｈ （対前年度 ▲ ４ ８％ ▲１７ｈ ）面積ベース ３３６ｈａ （対前年度 ▲ ４．８％・▲１７ｈａ）
（対⑮年度 ▲ ７．７％・▲２８ｈａ）

保有土地のうち 約９７％が長期保有土地（５年以上）保有土地のうち、約９７％が長期保有土地（５年以上）



平成１９年度市町村土地開発公社決算の概況＜３＞

債務保証額

債務保証額 ４０，０９８百万円 （対前年度 ▲ ５．７％・▲２４億円）

・ 公社の金融機関からの借入に対する市町村の債務保証額は減少傾向にありますが、依然として

多額である市町村があります

債務保証額 ， 百 （対前年度 億 ）
（対⑮年度 ▲ １６．５％・▲７９億円）

多額である市町村があります。

《債務保証額が多額である団体》（標準財政規模の２５％以上の団体）

新宮市・新宮市 ５８．４％
（債務保証額： ４８億２２百万円 / 標準財政規模： ８２億５９百万円）

・海南市 ５０．２％
（債務保証額： ６５億８５百万円 / 標準財政規模：１３１億 ８百万円）（債務保証額： ６５億８５百万円 / 標準財政規模：１３１億 ８百万円）

・九度山町 ４０．９％
（債務保証額： ８億００百万円 / 標準財政規模： １９億５６百万円）

・紀の川市 ２７．５％
（債務保証額 億 百万円 / 標準財政規模 億 百万円）（債務保証額： ４１億００百万円 / 標準財政規模：１４９億２６百万円）

・かつらぎ町２７．１％
（債務保証額： １４億６４百万円 / 標準財政規模： ５４億 １百万円）



平成１９年度市町村土地開発公社決算の概況＜４＞

《将来負担 の算入額》

将来負担比率に及ぼす影響

《将来負担への算入額》

・ 先行取得用地の買い戻しに係る債務負担行為に基づく支出予定額

・ 公社の負債の額から現金、保有土地等の資産を引き上記の債務負担行為に基づく支出予定額を控除した額

※保有土地については 告示に基づき時価評価を行った金額※保有土地については、告示に基づき時価評価を行った金額

《将来負担額に占める割合が大きい団体》

・ 海南市 １３．７％ （金額ベース ５９億４０百万円）
・ 九度山町 ７．５％ （金額ベース ６億４９百万円）九度山町 ７．５％ （金額 ス ６億４９百万円）
・ 紀の川市 ６．６％ （金額ベース ３５億１６百万円）
・ 御坊市 ５．９％ （金額ベース １４億１６百万円）
・ 和歌山市 ５．７％ （金額ベース１７６億９２百万円）

※ 将来負担額に占める土地開発公社に係る額の割合が５％以上の団体を記載。
将来負担額に影響を及ぼす土地開発公社に係る額を有する団体は１４団体。

《団体に及ぼす影響》

・ 保有土地の解消が進まなければ、先行取得用地にかかる金利が簿価算入されるため、

将来負担額へ算入される割合が増加する可能性があります。



平成１９年度市町村土地開発公社決算の概況＜５＞

土地開発公社の経営改善に向けた今後の対策

・ Ｈ２０．６．３０付け総務省通知「第三セクター等の改革について」

経営が著しく悪化しているおそれがある第三セクター等に出資等を行っている地方公共
団体団体

平成２０年度中 「経営検討委員会」を設置し、抜本的な経営改革策の検討を開始

平成２１年度中 委員会の意見を踏まえて「改革プラン」を策定平成２１年度中 委員会の意見を踏まえて「改革プラン」を策定

・ 上記通知を受けて、今後、第三セクター等の経営状況ヒアリングを実施し、経営状況等
を把握します。を把握 す。

・ 経営状況悪化により市町村の財政状況に影響を及ぼすと考えられる場合は、経営検
討委員会の設置も含め、経営改革に向けて助言を行っていきます。



第 三 セ ク タ ー 編



《用語説明》

・ 「第三セクター」とは

一般的に、地方公共団体の公共部門と民間部門との協同出資で設立された事業
主体であり、主な形態は、株式会社や社団法人、財団法人である。

財政健全化法による将来負担比率への算入、或いは、補助金や委託費の支出

等、その経営状況が地方公共団体の財政に及ぼす影響が大きい場合もある。

・ 「第三セクター等」とは

① 地方公共団体が２５％以上を出資又は出えんしている法人① 地方公共団体が２５％以上を出資又は出えんしている法人。
② 地方公社（県内市町村の場合は土地開発公社のみ）
③ 地方公共団体が損失補償等の財政援助を行っている法人。
④ 地方公共団体がその経営に実質的に主導的な立場を確保していると認め④ 地方公共団体がその経営に実質的に主導的な立場を確保していると認め

られる法人。
（平成２０年６月３０日付「第三セクター等の改革について」）

※ 今回の公表については、上記「第三セクター等」のうち、地方公共団体等の出資
割合が２５％以上の会社法法人及び民法法人のみの４６法人を対象とする。

（以下 本資料中 「第三セクター」と表現 ）（以下、本資料中、「第三セクタ 」と表現。）



平成１９年度第三セクターの決算の概況＜１＞

半数の法人（２３法人）が経常損失（赤字）が発生

《赤字法人数》 ※ 全国平均については、⑱決算の数値

和歌山県 ２３／４６法人 （５０％） 全国 ２，０８１／６，２６３法人 （３３．２％）

赤字法人の割合については、全国平均を上回っています。

《赤字額の大きい法人》
・ 下津リゾート開発 ▲８１百万円 （対前年度 ２８５．７％・▲６０百万円）
・ 湯浅町開発公社 ▲２９百万円 （対前年度 １６３．６％・▲１８百万円）

有 るさと開発 社 （対前年度 ）・ 有田川町ふるさと開発公社 ▲２３百万円 （対前年度 ４．５％・▲ １百万円）

３法人が債務超過

《債務超過法人数》

和歌山県 ３／４６法人 （６．５％） 全国 ３５６／６，２６３法人 （５．７％）

※ 全国平均については、⑱決算の数値

債務超過法人の割合については、全国平均を上回っています。

《債務超過法人》
・ 下津リゾート開発 ▲３７億 ５百万円（対前年度 ２ ２％・▲８０百万円）下津リゾ ト開発 ▲３７億 ５百万円（対前年度 ２．２％ ▲８０百万円）
・ 龍神住宅 ▲ ２百万円（対前年度 １００．０％・▲ １百万円）
・ 龍神温泉元湯 ▲ １１百万円（対前年度 １２０．０％・▲ ６百万円）



平成１９年度第三セクターの決算の概況＜２＞

《補助金・委託金の額》

補助金・委託金 計１８億円

※ 全国平均については、⑱決算の数値

和歌山県 １８億１７百万円（１法人あたり ４０百万円）

全 国 １兆１，６２６億１７百万円（１法人あたり １億８６百万円）

１法人あたりの金額は、全国平均に比べ少額ですが、約１８億円の財政支援を行っています。１法人あたりの金額は、全国平均に比 少額ですが、約１８億円の財政支援を行っています。

《補助金・委託金が多額である法人》

・ 和歌山市都市整備公社 ９億２５百万円 （対前年度 ▲０．８％ ・ ▲７百万円）
［経常利益： ９百万円 経常収益：１０億７百万円］ （うち補：０千円 委：９億２５百万円）［経常利益： ９百万円 経常収益：１０億７百万円］ （うち補：０千円 委：９億２５百万円）

・ 橋本市文化スポーツ振興公社 ２億 ８百万円 （対前年度 ▲ ０．５％ ・ ▲１百万円）
［経常利益：▲２百万円 経常収益： ２億６８百万円］ （うち補：０千円 委：２億 ８百万円）

・ 日高川町ふるさと振興公社 １億１０百万円 （対前年度 ４２．９％ ・ ３３百万円）

［経常利益：▲１０百万円 経常収益：４億４６百万円］ （うち補：０千円 委：１億１０百万円）

・ 白浜町医療福祉財団 １億 ２百万円 （対前年度 ２７ ５％ ・ ２２百万円）・ 白浜町医療福祉財団 １億 ２百万円 （対前年度 ２７．５％ ・ ２２百万円）

［経常利益：１億９３百万円 経常収益：３４億６６百万円］ （うち補：８０百万円 委：２２百万円）

・ （財）和歌山市中小企業勤労者福祉サービスセンター ９１百万円 （対前年度 ４．６％ ・ ４百万円）
［経常利益：１０百万円 経常収益：１億８８百万円］ （うち補：５４百万円 委：３６百万円）

※ 収益を市町村に納付し、当該収益を委託金として交付している例もある。



平成１９年度第三セクターの決算の概況＜３＞

《市町村から損失補償を受けている法人》

損失補償額 ２８億１６百万円 （対前年度▲８．７％・▲２億６６百万円）

《市町村から損失補償を受けている法人》

湯浅町開発公社 損失補償額１４億７７百万円 （対前年度▲ １．５ ％・▲ ２３百万円）

白浜観光自動車道 損失補償額 ３０百万円 （対前年度▲ ２６．８％・▲ １１百万円）白浜観光自動車道 損失補償額 ３０百万円 （対前年度 ２６．８％ １１百万円）

白浜医療福祉財団 損失補償額１３億 ９百万円 （対前年度▲ １５．１％・▲２億３２百万円）

《将来負担比率に及ぼす影響》《将来負担比率に及ぼす影響》

将来負担への算入額
損失補償額のうち当該第三セクターの経営状況等を勘案した一般会計等の負担見込額

将来負担額に占める割合
・ 湯浅町（標準財政規模：３６億円） １２．５％ （金額ベース １４億７７百万円）
・ 白浜町（標準財政規模：６６億円） ０ ７％ （金額ベース １億４６百万円）白浜町（標準財政規模：６６億円） ０．７％ （金額ベ ス １億４６百万円）

《団体に及ぼす影響》

当該法人が破綻等により返済不能となり金融機関の損失が確定した場合 地方公共団当該法人が破綻等により返済不能となり金融機関の損失が確定した場合、地方公共団

体 が金融機関に対してその損失を補償することになります。



平成１９年度第三セクターの決算の概況＜４＞

第三セクター等の経営改善に向けた今後の対策 土地開発公社と同様

・ Ｈ２０．６．３０付け総務省通知「第三セクター等の改革について」

経営が著しく悪化しているおそれがある第三セクター等に出資等を行っている地方公共
団体団体

平成２０年度中 「経営検討委員会」を設置し、抜本的な経営改革策の検討を開始

平成２１年度中 委員会の意見を踏まえて「改革プラン」を策定平成２１年度中 委員会の意見を踏まえて「改革プラン」を策定

・ 上記通知を受けて、今後、経営状況が悪化しているおそれのある第三セクター等の経
営状況ヒアリングを実施営状況ヒアリングを実施。

・ 経営状況悪化により市町村の財政状況に影響を及ぼすと考えられる場合は、経営検
討委員会の設置も含め、経営改革に向けて助言を行っていく。



参 考参 考

財政健全化の取組みについて財政健全化の取組みについて



平成１９年度決算において約６１億円の財政健全化効果

歳入確保等による効果額 ２，４１７百万円

《主な効 》《主な効果額》

・ 地方税等徴収対策 ９４２百万円
・ 未利用財産の売却等 ６７７百万円未利用財産の売却等 ６７７百万円
・ 国保税（料）の引き上げ ５９４百万円
・ 上下水道料金の引き上げ １３５百万円
・ 使用料・手数料の見直し ５８百万円使用料 手数料の見直し ５８百万円
・ その他 １１百万円

※ その他・・・広報紙への広告掲載、住宅使用料等の徴収強化、資源ゴミの売却等

《主な取組内容》

税の滞納整理の強化（和歌山地方税回収機構の活用）、保育料・高等学校使用料、
斎場使用料の引き上げ、ゴミ袋料金の引き上げ、市町村有地の売却・貸付、下水道料金の改定、斎場使用料の引き上げ、ゴミ袋料金の引き上げ、市町村有地の売却 貸付、下水道料金の改定、
国保税（料）の改定、市民球場のネーミングライツ 等

《平成２０年度での更なる取組内容》

徴収専門組織の設置、滞納整理の強化、県、機構職員の活用、都市計画税の税率増、
上下水道料金の引き上げ、国保税（料）の改定 等



歳出削減等による効果額 ３，６８７百万円

《主な効果額》

・ 人件費削減（特別職・議員を含む） ２，３０７百万円
・ 投資的経費の見直し ４３９百万円・ 投資的経費の見直し ４３９百万円
・ 内部管理経費の見直し ３７６百万円
・ 民間委託による事務事業費削減 ２４４百万円
・ 補助金等整理合理化 １１６百万円補助金等整理合理化 １１６百万円
・ 組織の統廃合 ５１百万円
・ 施設維持管理経費の見直し ４１百万円
・ その他 １１８百万円その他 １１８百万円

※ その他・・・貸付金事業の縮小、祝い金等の給付金額の削減 等

《主な取組内容》《主な取組内容》

退職補充の抑制による職員定数の減、特別職・一般職の給与カット、議員定数及び報酬の削減、
学校給食・用務員・廃棄物処理等の民間委託、団体補助金・負担金の廃止・縮小、新規事業の
抑制 単独事業の縮小 組織改正 等抑制、単独事業の縮小、組織改正 等

《平成２０年度での更なる取組内容》

経常経費の削減 定員適正化計画に沿った定数削減及び給与の適正化 民間委託・指定管理者経常経費の削減、定員適正化計画に沿った定数削減及び給与の適正化、民間委託・指定管理者
の導入、公債費抑制のための事業等の見直し
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